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●サイバー攻撃による社内システム障害を原因とした休業は「使用者の責に帰すべき事由」となるか
●解雇無効判決の確定後に復職した社員にどう対応すべきか
●副業先が10人未満で就業規則がなく、36協定の締結・届け出もしていない場合、時間外労働の取り扱いをどうすべきか
●カスタマーハラスメントへの対応として、どのような取り組みが有効か
●ジョブ型人事制度において職務変更により賃金が大幅に減額となる場合、激変緩和措置を講じるべきか
●テレワーク環境下での避難訓練は実施する必要があるか
●有期契約労働者を関連会社へ転籍させた場合、無期転換への契約期間は通算されるか
●争議行為時に使用者はどのような点に留意する必要があるか
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